平成22年度　第3回建設事業再評価監視委員会議事概要

日　　時　平成22年9月30日（木）　16時～18時

場　　所　大阪府立男女共同参画・青少年センター　特別会議室
出席委員　松澤委員長・岩井委員・小池委員・土居委員・星野委員・曲田委員

議　　題　（１）審議対象事業について
　　　　　（２）その他
【議事概要】（◆委員長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）
（１）審議対象事業について
◆［委員長］
本日は、第１回委員会での質問のうち、前回、時間切れで審議できなかった事項と前回の審議で新たに出された質問について、追加の説明を受けて審議を進めたいと考えている。まず、事務局から本日の議事の流れを説明してほしい。
⇒［事務局］
最初に7番の府営住宅岸和田大町住宅、次に14番の箕面森町、その後、道路、街路、連続立体交差を事業番号順に、これまでのご質問等に対する追加の説明を行うので、ご審議をお願いしたい。道路関係事業のB/Cの内訳等は、複数の事業に関わるので、最後にまとめて説明する予定としている。
◆［委員長］
それでは、岸和田大町住宅について、担当部局から説明をお願いしたい。
◆　住宅まちづくり部から⑦の府営住宅建替え「岸和田大町住宅」について追加説明。

・　第１回委員会で、耐震性やエレベーターの有無等をまとめた一覧表があれば、全体の中での優先性や必要性が確認できるので、そのような資料を用意して欲しいとのご意見をいただいた。この点について説明する。
・　資料は、平成22年3月末時点での府営住宅の全体像である。建替えなどの事業は「ストック総合活用計画」で位置づけており、その計画に基づき、全府営住宅138,000戸を7種類に分類している。

　・　①の木造簡易耐火住宅2,000戸は耐震性がなく、このうち浴室のない住宅は1,700戸である。これらは耐震性がないので、すべて建替えの対象としている。②の昭和20、30年代建設の中層耐火住宅は約10,000戸で、うち耐震性のない住宅が7,000戸、浴室のない住宅も約１,800戸ある。これらは耐震性の有無に関係なく老朽化していることから、すべて建替えの対象としている。④は昭和40年代建設の中層耐火住宅のうち耐震性が無いもので、約16,000戸あり、うち浴室のない住宅は約１,500戸である。これらは耐震性がないため、すべて建替えの対象としている。以上の①、②、④が建替対象である。全府営住宅のうち、浴室のない住宅は約5,000戸であるが、すべて建替えの対象に含まれている。
・　⑦は耐震性がない高層住宅で約14,000戸あるが、これらは耐震改修の対象としている。残りの③、⑤、⑥は耐震性があり建替えや耐震改修の必要がないので、必要に応じて高齢者向け改善、団地内バリアフリー、中層エレベーター設置を実施し、バリアフリー化を図る。

　・　平成８年以降に建設した住宅は、バリアフリーに対応しており「あいあい住宅」と呼んでいるが、⑤のうち約3,000戸、⑥のうち約18,000戸が「あいあい住宅」である。これらは耐震性も確保されていることから、改善の必要はない。

・　資料３「大阪府営住宅ストック活用事業計画」のリストは、約10年間で着手する予定の建替え、耐震改修、エレベーター設置、バリアフリー化の事業対象となる団地の一覧表である。この一覧表にある建替事業、耐震改修事業を実施することで、概ねすべての住宅が耐震化対応となり、浴室なしの住宅についても解消が図られる。

　◆［委員長］
ご意見等あればお願いしたい。特になければ、次に箕面森町について、担当部局から説明をお願いしたい。併せて、事務局から府民意見等の募集結果を報告してほしい。
　⇒［事務局］
　　第１回委員会終了後、今年度の委員会で審議対象としている全事業について、府民意見と意見陳述希望を募集したところ、箕面森町に関する意見の提出が1件あった。他の事業についての意見提出及び意見陳述の希望はなかった。
◆　都市整備部から、⑭の特定土地区画整理「箕面森町」について追加説明。
　・　意見と意見に対する府の見解については、資料4のとおり。
　○　現地を見せてもらって、生活の環境が良くても、交通の便を考えると通勤の面でかなりハンディがあるように感じた。現時点で評価した意見としては、理解できるものだと思う。ただし、すでに入居されている288戸の方々の生活には配慮しなければならないので、大阪府の見解についてもやむを得ないと思う。
○　私も現地を見せてもらったが、住宅地に必要な施設がまったくできていない。商業施設や文化的な事業ができるホールのような施設もない。おそらく商業施設などは採算が取れないのではないかと思うが、それでも誘致できる可能性はあるのか。何らかの形で整備していかなければならないものだと思うが、どのように考えているのか教えて欲しい。
○　提出された意見は、「赤字がこれ以上増えるのを防ぐためにもこの事業を中止すべき」という趣旨だと思うが、意見に対する府の見解が、「これはやります」としか書かれていない。先ほどの委員のご意見にあったとおり、「すでに入居されている方がいて、その方たちの生活を快適な状態に保つためにも、途中で止めるわけにはいかない」という事情をもう少し丁寧に書き込む必要があると思う。
◆　都市整備部から余野川ダム休止の経過等について説明。
・　前回の委員会では余野川ダム休止の経過等について、また、現地視察の際には第3区域を除く事業費についてご質問があったので、この2点について説明する。

・　国が事業主体である余野川ダムが休止となった経緯等について、平成17年７月１日に近畿地方整備局が「淀川水系5ダムについての方針」を発表し、その中で、余野川ダムは当面実施しないという考え方が示された。この考え方に対して大阪府では、過去の経緯も十分踏まえて、国の責任においてその影響を極小化するよう、代替措置を講じていただきたいという要望を出している。
・　平成20年６月には、近畿地方整備局が「淀川水系河川整備計画（案）」を発表し、この中で、神崎川・猪名川について、上流からの流量低減対策として余野川ダムなどの洪水調節施設の整備については、余野川を含めた他の支川等の治水安全度のバランスを踏まえて、実施時期を検討することとされた。これに対し大阪府からは、ダムを実施しないという本案に基本的に同意する、ダム事業と一体のものとして建設を進めてきた水と緑の健康都市、箕面森町の事業に支障を生じさせないための措置を明確にするとともに、関連する地域整備事業の進捗並びに今後、ダム建設の円滑な着手のためのダム事業用地の維持管理について、その財源措置、執行体制などを含め国が責任を持って対応されることを強く求めるとともに、ダム建設再開の時期についての検討も併せておこなうこと、との意見を提出している。
・　これらを踏まえ、近畿地方整備局が平成21年３月31日に「淀川水系河川整備計画」を策定した。この河川整備計画は、淀川水系のうち国が直接管理する区間を対象としており、計画期間は概ね30年である。余野川ダムに関する記載内容は、整備計画（案）から変わっていないが、余野川ダム事業のために、すでに整備した施設や取得済みの事業用地約80ヘクタールについては有効利用を図りつつ、適切に管理すると記載されている。
・　こうした経緯を踏まえ、国が取得したダム事業用地のうち4.1ヘクタールについて、箕面市が「（仮称）止々呂美ふるさと自然館」という野外活動用の緑地として使用することで国と合意し、箕面市と国との間で、本年６月に確認書が締結された。箕面市が使用する期間中、当該区域の維持管理は箕面市が行うことで合意している。
○　箕面市の止々呂美ふるさと自然館は、どこにできるのか。
⇒［都市整備部］
水没してダム湖となる予定だった場所で、もともと田んぼなどがあった平地部分である。
○　箕面森町という宅地が開発されることで、そのような公共施設の必要性が出てきということか。

⇒［都市整備部］
宅地開発とは直接関係はないが、事業用地の一部がこうした形で有効活用されるのであれば、箕面森町にお住まいの方にとっても価値のある施設になるかと思われる。

○　箕面市の「止々呂美ふるさと自然館」について、大阪府も費用を負担するのか。
⇒［都市整備部］
箕面市の事業であり、費用負担も含め、大阪府として関与することはない。

◆［委員長］
他になければ、第３区域を除く事業費について、説明して欲しい。
◆　都市整備部から全体事業費の内訳を説明。

・　第２区域は民間で開発されるので、全体事業費に第２区域の事業費は含まれていない。第１区域と第３区域の区画整理の合計事業費は582億で、そのうち工事費は468億円である。投資済事業費は、全体で334億円、工事費は246億円である。なお、第３区域にはまだ着手していないので、投資済事業費はすべて第１区域のもの。
・　残事業費は248億円で、そのうち工事費は222億円。このうち第１区域は149億円、第３区域が73億円である。さらに第1区域の149億円のうち、整備済未払いが79億円となっているが、これは、工事は完了しているが、支払いが残っているもので、平成27年度まで分割して支払う契約になっている。今年度以降、整備していく部分は70億円である。

○　府民意見では、大阪府の欠損が600億円程ということだが、実際そのとおりなのか。

⇒［都市整備部］
今の収支見込みでは、605億円が大阪府の持ち出しとなる。

○　そのような状況で、第３区域は採算性を調査して、平成24年度末に判断するとのことだが、すでに第３区域の事業費として73億円を計上しているのは、どういうことなのか。

⇒［都市整備部］
　　　着手すれば、73億円が必要になるということ。

○　今、288世帯が居住されているとのことだが、分譲はいつ始まったのか。どのくらいの期間をかけて288世帯になったのか教えてほしい。
⇒［都市整備部］
平成19年10月にまち開きをして、今年の８月末時点での数字が288世帯なので、約3年かかっている。

○　1年平均では約100戸だが、これからの見込みとして売れるのか。土地は坪単価20万円程度だったが、分譲価格は家屋もプラスされるので、全部で約３千万円になろうかと思う。第２区域は民間が開発するということだが、今後、少子高齢化が進むと、いずれ住宅が余ってくるのではないか。空気もいいし、見晴らしもいいが、通勤、通学の面では非常に不便だと感じる。第３区域に着手するかどうかよりも、まず、第1区域の販売について、どのような見込みを立てているのか教えてほしい。
⇒［都市整備部］
　　　現時点では、平成27年度までにすべて売る計画になっている。保留地は、第１区域で約600区画あり、現時点で約170区画が売れているので、残りを27年度末までの約５年半で売っていく見込みである。この目標を達成するためには、年間約60区画を売らなければならない。平成19年度は、まち開き後の半年間で98区画を売ったが、20年度はリーマンショック等いろいろな要因が重なり11区画しか売れなかった。平成21年度は42区画売れている。本年度は、60区画を目標に販売に取り組んでいるところ。

○　入居者の中には、新規に購入された方だけでなく、もともとの地権者の方もおられると聞いている。半分ぐらいは、そういった地権者の方ではなのか。

⇒[都市整備部]

　　第1区域の約1,200区画のうち、約半分は地権者の仮換地、残りの半分が府の保留地である。
○　第１区域の残事業費として149億円が見込まれているが、今後、現実的に投資する予定額は未整備の70億円。79億円は、工事は済んでいるが、まだ支払っていないだけで支出は避けられないという理解で良いのか。

⇒［都市整備部］
　　　そのとおり。
○　第１区域の約1,200区画すべてをインフラが整った住宅地に整備するには、あと70億円が必要で、今のまま放っておくと、かなりのところが、宅地として販売できないと考えて良いのか。

⇒［都市整備部］
　　　まだ一部が宅地として完成していないため、地権者の方にお返しできていない土地がある。それをお返しするため必要な整備費と考えている。
○　今の状態で、地権者の方にお返しする土地だけを宅地造成して、残りは土砂崩壊などがないよう、最低限の防災対策だけを行うとした場合、残事業費はどのくらいになるのか教えてほしい。
⇒［都市整備部］
地権者の方にお返しする仮換地は、一定の区域にまとまっている訳ではなく、府の保留地と入り組む形になっているので、地権者の土地だけを整備することはできない。また、小さい公園があるが、ここは、ほぼ防災だけの工事となっており、ご指摘の趣旨に概ね合う金額が70億円だと考えている。

○　地権者の土地と府の土地が入り混ざっていて、ここで止めるという訳にいかなくて、第1区域は、計画通り全部完成させなければならないということか。

⇒［都市整備部］
　　　そのとおり。
○　地権者は何人いるのか。この事業を見ていると、地権者のために整備しているような感じを受ける
⇒［都市整備部］
地権者は約300名。その方たちの仮換地が、1,200区画のうち約半分の600区画である。

○　現地視察の際、第３区域の地権者も第１区域に仮換地の権利を持たれていると聴いたような気がする。残事業費は、第１区域が149億円、第３区域が73億円と区別されているが、実は一体的に第３区域まで整備してしまわないと完結しないということはないのか。第3区域は、第1区域とは別に、実施の可否を判断できるという理解で良いのか確認したい。
⇒［都市整備部］
個人の地権者の方は飛換地と言って、もともと第３区域内に土地をお持ちの方も第１区域に集約して換地を行っている。

　○　飛換地が存在するために第３区域までやらざるを得なくなるということはない、という理解で良いかどうかを確認したい。第３区域のゴーサインを出すか出さないかは、平成24年度の時点で精査して判断するとのことだが、その記載のとおり、24年度の段階で、状況に応じてフリーハンドの判断ができると考えて良いのか。

⇒［都市整備部］
第３区域にも地権者はおられるので、保留地の処分可能性等を踏まえて、総合的に判断することになる。

○　分からない。第3区域に地権者がおられることが、判断の支障になるのか、ならないのか。
⇒［都市整備部］
　　もともと第３区域に土地をお持ちの方は、第１区域に飛換地し、逆に第３区域には、大阪府住宅供給公社の土地を集約している。公社の着工可能性も含めて、平成24年度末に判断することになる。
○　その際、公社の土地に関しても、府として判断ができるのか。また、公社以外にも第３区域の地権者はおられるのか。

⇒［都市整備部］
　　　第3区域に仮換地している民間地権者は2人である。

　○　その2人が、第3区域の区画整理の実施を要求されたら、やってしまわなくてはならなくなる可能性はあるのか。

⇒［都市整備部］
　　　仮に実施しないとした場合は、その方たちに、例えば、第１区域に仮換地を変わっていただく等の相談をさせていただいて、その合意の上でという形になる。

○　問題は面積だと思う。狭ければ、いろいろと対応はできるだろうが、面積が大きければ、大事な話になってくるのではないかと思う。

○　区画整理の精算は、どの時点で行うのか。第3区域を実施しない場合はどうなるのか。
⇒［都市整備部］
　　　第3区域を実施しない状態で精算するが、その場合は、事業計画の変更が必要となる。

○　担当者には気の毒だが、この事業は敗戦処理だと思う。今となっては前向きの話ではないように思うので、府として上手に決着させるという視点で進めてはどうか。
○　平成15年の計画変更で、事業規模は随分縮小したと聞いている。半分ほどになったのではないのか。
⇒［都市整備部］
　　　エリアの面積は変わらないが、事業費は半分以下になっている。

○　近隣に商業施設がなく、買い物をするにもバスに乗らなければならない。生活していくのは大変だと思う。今、住まれている方には気の毒だが、できるだけ早く処理すべきである。
○　居住されている人は、素晴らしい街になるという将来のビジョンを描かれて、購入されているはず。住民から苦情などはないのか。

⇒［都市整備部］
現在の事業計画を説明させていただいた上で、ご購入いただいている。これまで、現地でトラブルなどは起きていない。先ほど、生活利便施設についてご質問があったが、箕面森町から約２、3キロ離れたところに東ときわ台という住宅地があり、そこには生活利便施設がそろっている。現在のところは、そちらを利用されていると思うが、今後、現地でもスーパー等の誘致を図っていく。今年度中には、決めていきたいと考えている。

○　不便で住むのは大変という意見ばかりだが、今の若い人は、我々の世代と違って、お父さんだけが少し頑張って、通勤してもらえば良いという感じで、割り切って住む方も多いのではないか。小中一貫校のポイントは高いように思う。利点と感じるポイントは、我々とは少し違うところがあるのではないか。
○　千里中央へ抜ける有料トンネルの料金はいくらか。
⇒［都市整備部］
　　　現在、社会実験中なので、普通乗用車の片道が400円となっている。また、箕面森町の地区センターから千里中央までのバスの片道料金も400円である。所要時間は25分なので、御堂筋線の梅田までだと、乗換時間を含めて約50分である。

　　　なお、来年4月には、小中一貫校と同じ敷地内に箕面市立の認定子ども園が開園される予定で、ゼロ歳から15歳まで一貫した教育が受けられるようになる。こうしたことに魅力を感じていただける方もおられると思う。
　○　バスの片道400円は少し高いような気がするが、自動車の場合だと、そうでもないと思う。例えば、神戸の奥の箕谷のほうから、トンネルを抜けて三宮に出る人も多いので、交通の便に関しては絶望的というほどではないと思う。

○　この事業が全て完了した後のフォローも必要ではないか。大阪府が直接売っているのだから、販売した責任は府に付いて回るはず。後年の住民要望や補修などへの対応が必要になることも考えられるので、そうしたフォローに対する費用が、どのくらいかかるか考えてみてはどうか。
⇒［都市整備部］
　　　第１区域の道路や公園などの維持管理は、平成27年度の区画整理完了後に地元の箕面市に引き継ぐことになっている。

○　引き継ぐにも全く無償でと言うわけには行かないのではないか。また、引継ぎ後に何らかの整備の欠陥が出た場合は、府の責任になると思う。民間の鉄道事業者が開発した宅地を見ても、販売後の責任は開発者が持ち続けている。
⇒［都市整備部］
　　　箕面市に引き継ぐのは平成27年度末で、それまでに補修が必要となった場合の費用は、この70億円の中に計上している。
◆［委員長］
　　対応方針（原案）としては、平成24年度まで、未整備の70億円の分を進めていくということであるが、今のご意見のとおり、補修等も含め、今後必要となりうる費用については、考えておくべきだと思う。後になって追加されるよりは、現時点で想定できるものは示しておいてほしい。併せて、先ほどの府民意見に対する府の見解の補強と重なる部分もあるが、視点1の事業の必要性については、もう少し丁寧な説明を追記してほしい。
○　第３区域についても、平成24年度末までは粗造成を進めるということか。粗造成をすれば、そのまま放置できずに、結局、基盤整備を実施しなければならなくなるのではないか。粗造成で止めることはできるのか。
⇒［都市整備部］
　　　粗造成は、府ではなく西日本高速道路株式会社が行う。第3区域は、新名神の工事に伴い発生する残土の受入れ先となっており、府が基盤整備を実施しない場合は、西日本高速道路株式会社が緑化復帰義務を負う協定を締結している。
○　すでに人が住まれている第１区域において、事業を継続していくというのは、仕方のないことだと思うが、今回の再々評価で事業継続となった場合、第３区域についても、現状の計画に基づき粛々と続けられることになるのか。それとも、第３区域に関しては、まだフリーハンドで現計画を見直すことが可能なのか、どちらか確認したい。
⇒［都市整備部］
　　　現時点で、第3区域に対する投資は行っておらず、今回の再々評価で事業継続となっても、平成24年度末には、別途、第３区域の事業を実施するかしないかを判断することとしている。
○　では、手戻りのない形での中断も十分可能であると理解してよいか。

⇒［事務局］
その点については、平成20年度の財政再建プログラム（案）に書かれていて、同じ表現が今回の財政構造改革プラン（案）にも書かれている。第3区域は業務用地なので、施設の誘致が可能かどうかマーケティングの調査などを行い、改めて判断することとしている。
○　本事業は、過去に事業計画を変更しているので、次回、当初からこれまでの計画変更の経緯を説明してほしい。
◆　事務局から、次回以降の追加説明や資料提出を求められた事項について確認。
　・　府民意見に対する府の見解の部分に関して、事業実施の必要性についての丁寧な説明。
・　資料１の視点1における必要性の詳しい内容の追記。

・　当初からこれまでの事業計画変更の経緯。

・　今後、想定されるアフターフォロー等の追加費用の見込み。

◆［委員長］
　　　箕面森町については、この位にして、次に、国道（旧）170号と堺大和高田線について、事務局から説明をお願いしたい。

◆　事務局から道路交通安全事業の①「国道（旧）170号」と②「堺大和高田線」について追加説明。

　・　これら2事業については、第1回委員会で、用地交渉の詳しい状況についてご質問があったので、その点について説明する。
・　国道（旧）170号については、用地交渉の難航により完成が当初の予定から１年遅れの平成23年度となっている。買収地を含む民間地権者4名が所有する土地7筆において、境界が未確定な部分があったが、本年6月に境界立会いを実施し、現在、境界の調整中である。平成22年度末までには買収を完了できる見込みとなっている。
　・　堺大和高田線についても用地交渉の難航により、完成が当初の予定から１年遅れる見込みであるが、当初、協力を得られなかった地権者から、協力が得られ、現在は買収が完了している。

◆［委員長］
ご意見等がないようなので、枚方富田林泉佐野線について、事務局から説明をお願いしたい。

◆　事務局から④の道路事業「枚方富田林泉佐野線（梅が丘黒原線）」について追加説明。

・　本事業については、第1回委員会で、用地交渉の状況及び事業費増加の理由について、ご質問があったので、その点について説明する。
・　用地交渉の難航により、完成が当初の予定から９年遅れとなっている。これは、買収予定地に共有地名義の土地があり、境界を確定するに当たって地権者67名の特定に日数を要したためである。すでに地権者は特定しており、今年度中に境界立会いを行い、平成23年度末には買収を完了する見込みである。

　・　事業費については、104億円から116億円に12億円増加している。一つ目の要因は、補償件数等の増加で、事業着手後、本路線と周辺市道等との取付方法や生活道路の機能復旧について、地元と協議した結果、買収用地、補償件数が101件から130件に増加したことに加え、一部の物件で補償費の算定方法を同一敷地内での再築から移転に変更する必要が生じたため、合わせて約4億円増加した。

　・　二つめの要因は無電柱化工事の追加で、約3.2億円増加した。本路線の無電柱化決定は平成16年３月であり、事業採択時の平成13年度には費用を計上していなかったことから、今回、追加計上したもの。

　・　三つ目の要因は掘割区間の土留め工法の見直しで、約3.3億円増加した。見直したのは、第二京阪道路より北側の約80メートル区間で、本区間は、現状地盤よりも低いところに道路を造るため、掘割構造で計画されている。掘割構造の場合、土を取っていって道路を設けるが、土を掘る前に行う土留めの際に地質を調査したところ、泥炭や腐食土が存在する軟弱地盤であることが判明した。そこで、道路の両側の壁になる部分の強度を確保するために、良質な土への入替えが必要になったもので、これにより、工事費が約3.3億円増加した。なお、この工事はすでに済んでいる。

　・　四つ目の要因は迂回路の追加工事で、約1.5億円増加している。本路線と市道太秦打上線とは、もともと十字の交差点である豊野浄水場南交差点で取り付き、５差路になる計画であったが、地元や警察との協議において、５差路の交差は危険なので改善するよう求められた。そこで、本路線と市道太秦打上線との交差点を豊野浄水場南交差点から少し離れた場所に設ける形に変更した。交差点の位置を変えたことで、市道太秦打上線と本路線が急な勾配で取り付くことになり、市道を付け替える必要が生じたが、付替工事は車を通行させたままで行わなければならないことから、仮設の迂回路を設けることとした。この迂回路は、大阪市水道局豊野浄水場の敷地内に設けることから、地下埋設物の移設等に1.5億円が必要となったもので、この工事もすでに完了している。

○　土留め工法の変更に関して、土壌の状況は、事前にきちんと調査をしていれば、初めから分かるのではないか。その程度の調査ができていないのは、工事業者の責任ではないのか。
　⇒［都市整備部］
当初の工法は、事前に土質調査を行った上で計画されたものだが、その調査の際には、腐食土等の柔らかい土のある場所が特定できなかった。こうした工事では、事業着手後の設計段階で土質調査を行うが、この時点では、まだ用地を買収できていないので、調査を行うにしても一定の限界がある。また、工事業者は府の発注する仕様に基づいて工事を請け負うので、業者が調査を行うわけではない。
　○　では、責任はどこにあるのか。調査のレベルが低ければ、後から、いくらでもお金がかかってしまう。
⇒［都市整備部］
大阪府が工法を定めて発注するので、基本的には発注者である府の責任になる。土質調査はピンポイントで行うが、今回の事前調査については、ポイントが十分ではなかったと思う。しかし、調査ポイントを密にしようとすれば、その分、費用も余計にかかってしまう。本当のジャストポイントで調査できれば一番良いが、いろいろな状況で難しい場合があり、どの程度の密度で調査するのかは非常に難しい問題である。
○　今回が初めてならともかく、以前から同様のケースが多く見受けられる。結果として不十分な調査だったために、後で事業費が3億円も5億円も増加している。こういう工事をやるのであれば、もっと慎重に調査すべき。

⇒［都市整備部］
　　　必要な費用は、最初からきちんと明示して、ご説明できるようにするのが一番だと思う。

　○　昨年は、農道で同様のケースがあったと思うが、事前の調査費は予算化しにくいと聞いた記憶がある。
⇒［都市整備部］
事業着手前の調査は、事業を実施するかどうかの判断が、まだなされていない状態で行うものなので、予算的には非常に少ない金額で行わざるを得ないというのは事実。

○　事前に十分な調査費を確保できるようにはならないのか。

⇒［都市整備部］
事業費の積算については、透明性の観点からも事前に詳細な調査をして、できるだけ後から違いが生じないようにすることが必要だと考えているが、工事着手前の調査費については、予算的に一定の制限があるのも事実で、そのバランスが難しい。

○　調査をきちんと行って、予算が変動しないようにする必要がある。追加予算がすいすい通るわけだから、始めは小さく見積もって、後から追加費用がかかったと言えば、それがまた認められるという構図になっているのではないか。予想できないことであれば、止むを得ないと思うが、こういうことが繰り返されれば、計画自体が何なのかということになる。もう少し慎重にすべき。
⇒［事務局］
このような工事を行う場合は、何箇所調査をするとか、何メートル以内のところを調査するとか、そういったマニュアル的なものはないのか。

⇒［都市整備部］
構造物の種類や整備延長等によって異なるので、マニュアル的なものはない。設計段階では、一定の範囲で土質が想定できるだけの調査を行えば良いことになっている。土質調査も全ての断面で行う訳ではないので、結局は、抜き取りで何箇所か調査を実施した上で、全体を想定して設計することになる。
○　昨年度の千里丘のアンダーパスもそうだが、以前から、何度も同じケースがある。実際に掘らないと分からないという説明が常に出てくるが、それはやはりシステムが悪い。事業化の前に、調査費を付けるシステムが考えられないかという議論に対しては、「検討します」と回答されたが、まだ何も結論を聞いていない。土質が悪いということを考慮せずに事業費を積算するとB/Cが成り立たなくなってしまう。結論が出ていなければ、検討状況でも良いので、そのうち教えてほしい。
◆［委員長］
一度、検討状況をどこかの段階で聞かせてほしい。予定の時間になったので、残りは、次回以降に審議することとし、本日はこれで終了する。長時間ご審議いただき、お礼申し上げる。
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